
はじめに
気候変動枠組条約で規定された ｢共同実施｣ という概念は､ 国際環境協力を推進する上

で､ 有用なメカニズムとして注目を集め､ 京都議定書では､ 第６条に規定された共同実施

(Joint Implementation: 以下､ JI と略記)､ クリーン開発メカニズム (Clean Development

Mechanism: 以下､ CDM と略記)､ 国際排出取引の三つの仕組みからなる京都メカニズム

として結実した1)｡ このうち､ CDM は､ 発展途上国で実施される様々な温室効果ガス排

出削減プロジェクトを実現化する上で､ 大きな役割を果たしている｡ CDM プロジェクト

は気候変動枠組条約事務局に登録済みのもので2800件を超え､ 計画中のものも含めると､

5,000件を超えるとされる2)｡ 資金や技術に乏しい発展途上国では､ CDM がなかったらこ

れほどのプロジェクトは実施されなかったであろう｡ さらに､ CDM プロジェクトで削減

された温室効果ガスの排出量 (排出削減量) は､ 市場で売却可能であり､ 発展途上国やプ

ロジェクト関係者にとって､ 資金調達にあたって､ 非常に重要な仕組みとなっている｡

そのため既存の研究の多くは､ 実務家向けに CDM の仕組みを紹介するものや3)､ 発展

する炭素市場と CDM の関連性を明らかにする4)､ といった内容が多かった｡ 近年では､

CDM という制度を客観的にとらえ､ その現状と課題を解説した研究もある5)｡ しかし､
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CDM を国際交渉を通じて形成された国際制度としてとらえ､ その国際制度がどのような

ダイナミクスで発展してきたのか､ という観点からの研究は少ない｡ そこで本論文では､

国際制度としての CDM に焦点をあて､ その発展と変遷を国際交渉における議論を中心に

整理することとしたい｡ 具体的には､ 1991年以降現在に至るまでの ｢共同実施｣ と CDM

をめぐる国際交渉の主な議論を整理し､ その上で関係国や利害関係者による CDM の意義

づけを示すことで､ 国際制度としての CDM が発展､ 変遷してきた過程を明らかにしたい｡

はじめに､ CDM を含む京都メカニズムの運用規則が決まるまでの ｢共同実施｣ や CDM

をめぐる国際交渉の主な議論を整理し､ その発展と変遷を先行研究を踏まえ紹介する｡ 次

に､ CDM の運用規則が定められた後に､ CDM がどのように発展してきたのか､ その経

緯を紹介する｡ さらに､ CDM の発展に伴い､ CDM の意義づけがどのように変化してき

たのかを整理し､ 最後に､ CDM の発展と変遷から得られる知見をまとめることとしたい｡

(1) ｢共同実施｣ と CDM

そもそも ｢共同実施｣ という概念は､ 1991年６月に開催された第２回政府間交渉会議

のノルウェー提案に始まる｡ 気候変動問題は地球規模の問題であり､ 温室効果ガスをどこ

で削減しようと､ その削減効果は変わらないため､ 対策費用がより安価な政策・場所・プ

ロジェクトで温室効果ガスの排出削減を実施した方が費用効果的である｡ ノルウェー提案

は､ 南北間で ｢共同実施｣ を行うことでより費用効果的に温室効果ガスの排出が削減され､

さらに先進国から発展途上国に対して資金および技術移転が行われるため､ 気候変動対策

として有用だという主張であった｡ 結果的に､ 気候変動枠組条約では､ 附属書Ｉ国の2000

年までの排出安定化条項を含んだ第４条２項(ａ)の ｢附属書１の締約国が､ これらの政策

及び措置を他の締約国と共同して実施すること｣ という条文で ｢共同実施｣ が認められた｡

さらに第４条２項(ｄ)では､ ｢締約国会議は､ また､ 第一回会合において､ (a)に規定する

共同による実施のための基準に関する決定を行う｣ と定められ､ ｢共同実施｣ の具体的な

内容がその後議論されることとなった6)｡

このように ｢共同実施｣ とは､ 複数の国家が共同して温室効果ガスの排出量を削減する

ことでより費用効果的に気候変動対策を実施する仕組みである｡ この ｢共同実施｣ は､ 複

数の国が共通の目標を設定して達成する方法と､ 他国で実施する気候変動対策プロジェク

トによる排出削減量の一部を自国の排出達成分と見なすという二つの方法があった7)｡ こ

のうち､ 前者は共同達成という形で京都議定書に反映され､ 後者は京都議定書で JI およ

び CDM として制度化された8)｡ JI と CDM は基本的には同様の仕組みであるが､ プロジェ

クトの実施国が､ 前者は先進国と旧計画経済諸国を中心とする附属書Ｉ国であるのに対し､

後者は発展途上国を中心とする非附属書Ｉ国である点が異なる9)｡

このように､ ｢共同実施｣ とは､ 当初は費用効果性の観点から提案された制度であった

が､ 京都議定書にいたる国際交渉では､ 数値目標の達成の柔軟性を担保する仕組みとして

注目された｡ そのため､ 発展途上国の多くは､ 附属書Ｉ国はまず自国の排出削減に取り組

むべきで､ ｢共同実施｣ の名のもとで自国の排出削減を後回しにするべきではない､ と主

張し､ ｢共同実施｣ を制度化することに消極的であった｡ 環境 NGO の一部は､ 数値目標

が設定されていない発展途上国との ｢共同実施｣ は先進国の数値目標の抜け穴になりうる
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と批判した10) ｡ しかし､ 結果的には､ 京都議定書を定めた気候変動枠組条約第３回締約国

会議 (COP３) の終盤に合意が成立し､ 附属書Ｉ国間の ｢共同実施｣ は JI として､ 南北

間の ｢共同実施｣ は CDM として制度化され､ 排出取引とあわせて､ 京都メカニズムと総

称されることになった｡ とはいえ､ 京都議定書ではこの三制度が条文化されただけで､ 各

制度の運用規則はその後４年間にわたる国際交渉を経て､ 2001年に開催された気候変動枠

組条約第７回締約国会議 (COP７) で､ マラケシュ合意として制定された11) ｡

(2) ｢共同実施｣ の根拠

京都議定書､ およびマラケシュ合意に至る交渉の間､ ｢共同実施｣ を推進するアクター

も､ 批判的なアクターも根拠を示しつつ自らの主張の正当性を訴えた｡ 本節では､ その正

当性の根拠となる論点を六つあげ､ 各論点の特徴を概観する｡

第一にあげられるのが､ 費用効果性である｡ 前節で述べたとおり､ 気候変動枠組条約を

制定する際に､ 費用効果性の観点から ｢共同実施｣ という概念が提唱され､ 京都議定書の

制定の際にもたびたび提唱された｡ その後､ CDM の運用規則を決める際にも､ 取引費用

をできる限り小さくすることが費用効果性を高める上で重要だ､ という議論がなされた｡

次にあげられるのが､ 附属書Ｉ国のコミットメントの達成 (柔軟性) という論点である｡

気候変動枠組条約の交渉過程でも､ 京都議定書の交渉過程でも､ ともに中心的な課題となっ

たのが､ 附属書Ｉ国の数値目標であった｡ ｢共同実施｣ や排出取引制度が制度化されれば､

国家間で､ 排出枠や排出削減枠をやりとりすることが可能になる｡ そのため､ 附属書Ｉ国

にとっては､ 数値目標が守られない場合を見越し､ あらかじめ ｢共同実施｣ を通じて排出

削減枠を入手することが可能になる｡ このように､ 附属書Ｉ国にとって､ ｢共同実施｣ は､

数値目標の達成の柔軟性を担保する仕組みとしてもとらえられた｡

第三にあげられるのが､ 先進国からの資金フローという論点である｡ 多くの発展途上国

や旧計画経済諸国では､ 費用効果的な温室効果ガス排出削減対策やプロジェクトの可能性

があるものの､ 資金が不足している場合が多かった｡ そこで ｢共同実施｣ というメカニズ

ムを整備することで先進国から資金を引きだそう､ という議論が生じてきた｡ 実際に

CDM は､ ブラジルが提案したクリーン開発基金 (Clean Development Fund) が原案となっ

ている12) ｡ ブラジル提案は当初､ 先進国が数値目標を達成しなかった場合､ その非遵守の

対価をクリーン開発基金に支払い､ 発展途上国はこの基金を原資に気候変動防止プロジェ

クトを行う､ というものであった｡ この提案は先進国の非遵守に対する懲罰的な性格であっ

たが､ と同時に先進国からの資金フローという側面も含んでいた｡ しかし､ 現実に CDM

が制度化されれば､ 潜在的な気候変動対策プロジェクトが多数存在する発展途上国にとっ

ては､ CDM はそれらのプロジェクトをファイナンスする貴重な資金源となるのに対し､

その機会がない発展途上国は､ 先進国の資金が CDM に流れ､ 政府開発援助 (ODA) が減

額されることを恐れていた｡ そこで発展途上国は､ CDM は ODA に追加的な場合のみに

認められるとする資金の追加性という条件付きで CDM に賛成する立場を取った｡

第四に､ 民間セクターの参加という論点があげられる｡ 国際的な資金移転は､ グローバ

ル化の進行により､ 20世紀末の段階で､ 公的資金の移転よりも民間資金の移転の伸びの方

がはるかに大きくなっており､ この民間資金をいかに気候変動防止対策に導入するかも重

要な課題となっていた13) ｡ また､ 温室効果ガスのほとんどを排出している民間部門 (産業
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部門､ 運輸部門､ 家庭部門など) で気候変動対策を実施する必要性があった｡ CDM はプ

ロジェクト単位で実施される政策であるため､ 民間セクターも参加しやすい仕組みになっ

ており､ 民間セクターを気候変動防止対策に巻き込む上で､ 有用な仕組みであるとして､

｢共同実施｣を推進するための正当化の根拠として用いられた｡

第五にあげられるのが､ 技術移転という論点である｡ 省エネルギーや再生可能エネルギー

の利用は気候変動防止対策として主要な対策だが､ ともに技術が必要である｡ しかし実際

には､ 先進国の企業が技術とノウハウを持っているため､ これらの技術を発展途上国にも

技術移転することが課題となっている｡ 発展途上国に対する技術移転は､ 気候変動枠組条

約と京都議定書で定められているが､ 実際にはあまり進んでいない14) ｡ そこで CDM が技

術移転の手段として注目された｡

最後にあげられるのが､ 国際協力という論点である｡ 気候変動問題は､ 典型的な地球環

境問題なので､ その解決に向けて国際協力が不可欠である｡ 気候変動枠組条約においても､

国際協力の推進は定められており､ 国際協力を推進するメカニズムとして ｢共同実施｣ を

位置づけ､ 正当化した｡ また､ CDM の多くは二国間協力が多く､ 既存の二国間協力の窓

口を通じて形作られるケースもある｡ したがって､ CDM 実施にあたっての実務的な協議

では､ 国際協力は ｢共同実施｣ の正当化に役立った｡

(3) ｢共同実施｣ の論点の変化

前節でまとめた､ 六つの論点は交渉を通じてその重要性の強弱は変化した｡ 交渉会議の

準公式的な議事録となっている Earth Negotiation Bulletin (ENB) を用いて行われたテキ

スト分析の結果を､ 図１にまとめた｡ この調査は､ 1995年から1999年の間に発行された

109号の ENB の中で前記の六つの論点に関連したキーワードを抽出し､ その頻度を調べる

という方法で行われたものである15) ｡

これによると､ 最も中心的な論点は､ COP３までは､ コミットメントの達成であったが､
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図１ ｢共同実施｣ をめぐる論点の変化

出典：拙報告 ｢共同実施をめぐる政治経済学－国際交渉における諸論点の変化｣ 環
境経済・政策学会報告､ 1999年９月､ ９頁｡



COP３以降は資金フローに変化している｡ また､ 技術移転はその割合があまり変化してい

ないのに対し､ 資金フローおよび民間セクターの参加は COP３後に議論が盛んになって

いることが分かる｡ COP３以降の国際交渉では､ JI や CDM の運用規則作りが国際交渉の

中心課題となったため､ 民間セクターの参加や資金フローをめぐる論点が､ 国際交渉の場

においても表面化してきたことがこの背景にあると考えられる｡ もう一つの理由は､ 国際

交渉に参加している国々の選好の変化があげられる｡ 例えば､ アフリカ諸国は COP３以

降､ CDM への強い関心を見せた｡ アフリカ諸国にとっては､ 開発のための資金が不足し

ており､ その結果 CDM を通じた資金フローに関心が高まったことが考えられる｡

(1)CDM の運用規則の整備

京都メカニズムは､ COP３で合意された京都議定書に盛り込まれたが､ 具体的な運用規

則は定められていなかったため､ COP７でマラケシュ合意として成立するまで､ 運用規則

の制定をめぐり交渉が続いた16) ｡ この過程では､ 数多くの二国間協力プロジェクトを計画､

実施してきた民間主体の実務家の声が一定程度反映された｡ その結果成立した運用規則で

は､ CDM の運営機関としての CDM 理事会や､ CDM の登録からはじまり､ 認証排出削減

量 (Certified Emission Reductions: CER) が発行されるまでのプロセスなどが規定された｡

マラケシュ合意で定められた運用規則では､ CER を算定する上で重要なベースライン

の設定方法や排出削減量のモニタリング方法などについては､ 各プロジェクト参加者が提

案し､ それを CDM 理事会が審査する形になった｡ その結果､ 当初は､ プロジェクト参加

者が提案したベースラインやモニタリングの方法論が認められるかどうか不確実であった｡

例えば､ 2003年５月に開催された CDM 理事会では､ CDM プロジェクト候補の審査がは

じめて行われたが､ 無条件で認められた方法論は１件も無かった17) ｡ また､ プロジェクト

実施国が CDM プロジェクトを承認する上で必要な持続可能性の基準設定や､ 承認を与え

る政府内での組織を整えるのにも時間がかかったため､ CDM プロジェクトの登録数はそ

れほどの伸びを見せなかった｡ しかし､ 各国政府の後押しを受け､ 民間主体が進めた

CDM プロジェクトが次々に登録申請され､ 判例が積み重なるように様々なルールが蓄積

されていった｡ また､ CDM 理事会でも同種のプロジェクトの方法論を一つにまとめた統

合方法論や小規模 CDM の方法論の制定などの努力も行った結果､ 当初存在した不確実性

が低下し､ プロジェクト参加者にとって制度的なリスクが減少してきた18) ｡

また､ マラケシュ合意に基づき､ CDM プロジェクトを登録するために､ 投資国側と実

施国側の双方の政府が各プロジェクトを承認することが必要になった｡ そのため､ 投資国

となる先進国も､ 実施国となる発展途上国も､ 政府内に CDM 担当部局を設置し､ CDM

プロジェクトの承認に必要な制度を整備した19) ｡ さらに､ CDM プロジェクトが受入国側

で承認されるために必要な持続可能性の判断基準も､ 発展途上国の多くが明示するように

なった20) ｡ このような発展途上国の CDM 実施能力の向上は､ 先進国や国際機関による発

展途上国の気候変動政策の能力向上プログラムによっても後押しされた21) ｡ そして､ 準備

を整えた発展途上国では､ 数多くの CDM プロジェクトが実施されるようになった｡
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(2)CER 獲得とその背景

前節で述べたとおり､ CDM の運用規則が整備され､ CDM プロジェクトの実施国で国

内制度が整うにつれ､ CDM プロジェクトが実施されるようになった｡ しかし､ CDM に

よって生じる排出削減量 (CER) の供給側での準備のみでは､ CDM の発展は説明が付か

ない｡ つまり､ CER の需要側でも､ 需要が高まる必要があるのである｡

CER 需要側での動きとしては､ 炭素基金の設立､ 先進国政府の CER 買取制度の整備､

一部の民間企業の積極的な姿勢の三点があげられる22) ｡ 炭素基金は､ 京都メカニズムの運

用規則がまとまった2001年以降数多く設立された｡ なかでも最も早くから活動を開始した

ものの一つが､ 世界銀行のプロトタイプ・カーボン・ファンド (PCF) である｡ 2000年４

月に正式に開始された PCF は､ 政府機関や民間企業からの出資によって基金を設立し､

発展途上国での CDM や旧計画経済諸国での JI の開発を支援し､ それらのプロジェクトか

ら生まれるクレジットを出資者に分配するという仕組みである｡ PCF では､ CDM が15件､

JI が６件実施され､ うち CDM は11件が気候変動枠組条約事務局に登録された23) ｡

また､ 政府の買取制度や支援制度も整備された｡ 中でも早くから取組みをはじめたのが

オランダである｡ オランダ政府は CER の買い上げ制度を整え､ 2003年３月にはその対象

として18件の CDM プロジェクトを承認した24) ｡ その後は､ 欧州政府が世界銀行と組んで､

炭素基金を数多く形成した｡ 現時点では､ イタリア､ オランダ､ デンマーク､ スペイン各

政府が世界銀行と共同で炭素基金を設立し､ CDM を支援したり､ CER を買い上げたりし

ている｡ 日本政府も新エネルギー産業技術開発機構に委託し､ 京都メカニズムクレジット

取得事業を実施し､ CER の買い上げや国際排出取引による排出枠の取得を行っている25) ｡

最後に､ 一部の民間企業が CER 獲得に積極的な理由としては､ 国内排出枠取引制度や､

自主的な行動計画などによる企業レベルでの排出上限を達成するための動き､ および転売

目的と見られる｡ このうち､ 国内排出枠取引制度として最も有名なものは､ EU で実施さ

れている EU 排出枠取引制度 (EU-ETS) であろう｡ 詳しくは次章以降で説明するが､ EU-

ETS では､ リンケージ制度により各企業の排出目標達成のために CER も用いることが可

能になったため､ 排出目標達成および転売目的で CER の需要が高まった｡ 日本では､ 日

本経団連が推進した自主行動計画で､ 大企業が自主的に設定した数値目標達成に用いるこ

となどを念頭に､ 自主的に CER 獲得が進んでいる26) ｡

(3)CDM プロジェクトの発展と課題

このように､ CER の供給サイド､ 需要サイドで共に制度が整えられた結果､ CDM は発

展してきた｡ 表１には､ CDM プロジェクト数の経緯を示した｡ CDM のプロジェクトサ

イクルでは､ 1)プロジェクト設計書の作成､ 2)投資国､ 受入国の双方の政府承認､ 3)第三

者機関である指定運営機関によるプロジェクトの有効化審査､ 4)CDM 理事会によるプロ

ジェクトの登録､ 5)事業者によるプロジェクト実施とモニタリング､ 6)指定運営機関によ

る排出削減量の検証と認証､ 7)CDM 理事会による CER の発行という段取りを踏む｡ この

うち､ 表１では､ 3)の有効化審査を受けたプロジェクトの数と4)のプロジェクトの登録が

済んだプロジェクトの数を示した｡ 一般に､ 潜在的な CDM プロジェクトの案件があった

としても､ プロジェクト設計書を作成し始めて､ CDM 理事会による登録に至るまでには

時間がかかる｡ そのため､ 実際にプロジェクトが登録されるまでにタイムラグがあること
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が表１から読み取れる｡ さらに､ 全般的には､ CDM は順調に発展していることも分かる｡

次に､ 図２に CDM プロジェクトの経緯を示した｡ これは､ プロジェクトが計画後､

CER が発行されるまでの期間を表している｡ 図２によると､ 2007年以前にパブリックコ

メントが開始された CDM プロジェクトの一部は､ その後の各段階を経過して､ 最終的に

CER が発行されている｡ しかし､ プロジェクトが実施中で､ まだ排出削減量を計測して

いる最中のもの (登録が申請されたプロジェクト) も多い｡ さらに､ 2008年以降に始まっ

たプロジェクトでは､ 未だに有効化審査中で､ 正式に登録されていないものも多い｡ この

ように､ CDM 登録にあたり事務的な手続きに手間が掛かること､ および場合によっては､

CDM の運用規則に基づき､ 指定運営機関が却下する場合もあり得ることが分かる｡
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表１ CDMプロジェクトの件数の推移

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 計

有効化審査件数 4 49 429 618 991 1,208 1,134 1,309 129 5,871

登 録 件 数 0 1 62 409 427 430 766 704 67 2,866

出典：UNEP Ris�Center,“CDM/JI Pipeline Analysis and Database,”http://cdmpipeline.org (2011
年２月９日アクセス) のデータに基づき､ 筆者作成｡

図２ CDMプロジェクトの経緯

注：横軸は､ パブリックコメントが開始された月を示す｡ 縦軸は､ 各 CDM プロジェクトのパブ
リックコメントが開始されたのち､ CER が発行されるに至ったプロジェクト数､ 登録が申
請されたプロジェクト数､ 未だに有効化審査中のプロジェクト数､ および､ 指定運営機関に
却下され登録されなかったプロジェクト数を示す｡

出典：UNEP Ris�Center,“CDM/JI Pipeline Analysis and Database,”http://cdmpipeline.org (2011
年２月９日アクセス) のデータに基づき､ 筆者作成｡



さらに､ 表２には､ 登録された CDM プロジェクトの受入国上位８カ国を示した｡ CDM

は受入国に地域差があることが分かる｡ 最も CDM が実施されている国は中国で､ 全体の

43％を占めている27) ｡ 上位３カ国 (中国､ インド､ ブラジル) は新興国で､ その３カ国で

実施されているプロジェクトは､ 世界の７割以上を占めている｡ このように､ CDM の地

域的バランスが偏っている背景として､ 受入国の経済規模や経済発展状況､ およびそれに

伴う潜在的なプロジェクトの数の違い､ 受入国の準備態勢などが要因として考えられる｡

(1)EU 排出枠取引制度 (EU-ETS) の成立と発展

EU は､ 京都議定書に至る交渉を通じて､ 加盟国ごとの排出目標設定ではなく､ EU 全

体としての排出目標設定を求め続けた｡ その結果､ EU は京都議定書第４条に基づき､

1990年比８％の温室効果ガス排出削減を EU 全体として共同達成することとなった｡ また､

京都議定書の第３条２項では､ 附属書Ｉ国は2005年までに数値目標達成に向けて明らかな

進捗を実現しなければならない､ と規定されたため､ 欧州委員会は早急の対応が必要となっ

た｡ EU では統一炭素／エネルギー税の議論もされていたが､ 合意が得られていなかった｡

そこで､ 特定多数決による意思決定が可能な排出枠取引制度の新設を通じて､ EU 域内で

の温室効果ガス排出削減対策を進めようとしたのである28) ｡

EU 排出枠取引制度 (EU-ETS) の対象は産業分野で､ 数値規制が導入される施設から

の二酸化炭素排出量は EU 全体の約45％に相当するものであった29) ｡ EU-ETS の対象期間

は､ 2005～2007年の第一期と､ 2008～2012年の第二期にわけられ､ 後には2013～2020年の

第三期も設定された｡ 第一期の各対象施設への排出枠を決定する割当方法は､ 欧州委員会

が定める基準を踏まえつつも､ 各加盟国が自国内の対象施設に対する排出枠割当に関する

国内割当計画を作成し､ 欧州委員会および他の加盟国に通知することとなり､ 加盟国の決

定権が強かった30) ｡ しかし､ 第一期での初期割当が緩いと批判を受けたため､ 第二期での

初期割当は､ 各国が提出した国内割当計画による割当量を欧州委員会が厳しく審査した｡
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�. 炭素市場のグローバル化
表２ 登録済の CDM プロジェクトの受入国

件 数 比 率

中国 1,224 43.05％

インド 622 21.88％

ブラジル 186 6.54％

メキシコ 125 4.40％

マレーシア 88 3.10％

インドネシア 59 2.08％

韓国 52 1.83％

ベトナム 51 1.79％

その他 436 15.34％

出典：UNFCCC, “Registered Projects Activities by Host Party,”
http://cdm.unfccc.int/Statistics/Registration/NumOfRegisteredProjByHostPartiesPieChart.html
(2011年２月19日アクセス) のデータに基づき､ 筆者作成｡



その結果､ 各国が提案した総量 (23億2,354万トン) から約10％削減した20億8,268万トン

が第二期の EU 全体の排出枠の年間発行量として定められることとなった31) ｡

EU-ETS では､ 域内の排出枠取引に加えて､ CDM や JI から生まれる排出削減枠 (CER,

ERU) を利用できる｡ その詳細ルールを定めたリンキング指令は2004年に定められた32) ｡

その結果､ EU-ETS の対象施設は定められた排出上限を守るために､ 自ら排出量を削減す

るか､ EU-ETS で排出枠を入手するか､ CDM や JI の排出削減枠を入手する､ という三つ

の削減手段を持つことになった｡ これは､ EU-ETS の対象施設にとっては､ 削減手段の柔

軟性を確保するが､ 同時に CDM にとっては､ EU-ETS の対象施設が新たな CER の買い手

として登場したことを意味した33) ｡ なお､ EU は域内で排出削減をすることが最も重要だ

と考えていたため､ 各国が利用できる CDM や JI の利用上限が定められることとなった34) ｡

その後､ EU では､ 第三期の EU-ETS 制度を策定した35) ｡ 第三期からは､ 排出枠の配分

は各国ではなく､ 欧州委員会が主導して設定することとなり､ EU-ETS の排出枠の総量は､

2013年時点 (2005年比マイナス14％) から毎年1.74％削減し､ 2020年時点で2005年比21％

削減し､ 2021年以降も毎年同率削減することとされた｡ その上､ 排出枠の配分は､ 原則オー

クション方式に変更することとなった｡ ただし､ この変更は､ 無償配布からオークション

への比率を順次高めるという段階的な手段を踏み､ 2027年には100％オークションで初期

配分することとされた36) ｡ また､ 2013年以降の国際制度 (ポスト京都議定書) が不透明で､

CDM がどのように存続するのか確定していないため､ CER の利用には条件を付けた37) ｡

なお､ EU-ETS 第三期の制度設計は､ EU の気候・エネルギー政策パッケージの一環と

して行われた38) ｡ EU の気候・エネルギー政策パッケージでは､ EU-ETS が対象としてい

ない分野 (建物､ 運輸､ 農業､ 廃棄物等) についても､ 加盟各国の排出削減努力決定案が

定められ､ 2020年までに排出量を2005年レベルから10％削減することとされた｡ また､ 国

別の削減目標も提示 (最大20％減～最小20％増) された39) ｡

(2)炭素市場のグローバル化

京都メカニズムによって排出取引制度が成立したのち､ 前述の EU-ETS 以外にも､ 様々

な排出取引制度が生まれた｡ 2003年に誕生したシカゴ気候取引所 (CCX) は､ 自主参加

型の排出取引制度で､ 参加する事業者に排出枠を割り当て､ その排出枠を取引している40) ｡

米国北東部の10州では､ 一定規模以上の火力発電所から排出される二酸化炭素の排出取引

制度 (Regional Greenhouse Gas Initiative: RGGI) が作られた41) ｡ また､ オーストラリア

のニューサウスウェールズ州 (NSW) では､ 発電業者や一定以上の電力利用者などを対

象に独自の排出枠を取引している42) ｡ 日本でも､ 自主的に参加する事業者間で自主参加型

排出量取引制度が､ 環境省の主導のもと運用を開始している43) ｡ このほか､ ニュージーラ

ンド､ アメリカ､ オーストラリア､ カナダ､ 韓国､ 日本､ 東京都､ 埼玉県などでも､ 様々

な形で排出取引制度が検討されており､ 炭素市場がグローバル化しつつある44) ｡

このように､ グローバル化しつつある炭素市場の現時点での規模を示したものが､ 表３

である｡ 炭素市場の規模の面では､ EU-ETS が圧倒的に大きいことが分かる｡ 次に大きい

のが､ スポット及び二次的京都オフセットで､ それに続くのが2008年には一次 CDM であ

り､ 2009年は RGGI である｡ このように､ CDM の市場規模はこれまで EU-ETS に続いて

大きかったが､ 2013年以降の国際制度設計が不透明なため､ 縮小していることが分かる｡
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(1)CDM に関連する国際交渉の進展と停滞

2001年のマラケシュ合意後､ CDM に関連する気候変動交渉の焦点は､ 京都議定書の発

効を前提に､ マラケシュ合意で制度化された京都メカニズムや資金メカニズムの運用､

2013年以降の国際制度設計､ およびその他のテーマ (森林吸収の換算法､ 適応問題など)

に移った｡ このうち､ 京都メカニズムの運用は､ マラケシュ合意で設立された CDM 理事

会で実務的な議論が進み､ その結果表１で見たように CDM は発展していった｡

CDM がこのように発展したのに対し､ 先進国から発展途上国への資金移転制度に関す

る議論の歩みは遅かった｡ マラケシュ合意では､ 特別気候変動基金､ 後発発展途上国基金

と適応基金の三つの資金移転制度を設立することで合意された45) ｡ しかし､ 気候変動枠組

条約のもとで設立された特別気候変動基金と後発発展途上国基金の制度運用の詳細ルール

が定まらず､ 各基金の運用開始が遅くなった｡ また､ 適応基金は京都議定書のもとで設立

されたため､ 京都議定書の発効が必要になった｡ その結果､ 発展途上国にとって､ CDM

は気候変動関連で唯一の南北間資金還流ルートとなり､ 相対的な重要性が高まった｡

しかし､ CDM は､ 初期の段階では HFC の破壊事業などの化学産業で実施される CDM

に関心が集まっていた｡ その理由は､ HFC が強力な温室効果ガスであるため､ HFC 破壊

事業一件で大量の CER が獲得できるからであった｡ しかし､ このような事業を実施でき

るのは､ インドや中国といった比較的工業化が進んだ発展途上国に限られた46) ｡ また､ 再
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�. CDMの意義づけをめぐる議論

表３ 炭素市場の規模､ 2008‒09

2008年 2009年

取引量
(Mt‒CO2e)

取引額
(百万米ドル)

取引量
(Mt‒CO2e)

取引額
(百万米ドル)

アローアンス市場

EU-ETS 3,093 100,526 6,326 118,474

NSW 31 183 34 117

CCX 69 309 41 50

RGGI 62 198 805 2,179

AAUs 23 276 155 2,003

小計 3,278 101,492 7,362 122,822

スポット及び二次的京都オフセット

小計 1,072 26,277 1,055 17,543

プロジェクトベースの取引

一次CDM 404 6,511 211 2,678

JI 25 367 26 354

自主的市場 57 419 46 338

小計 486 7,297 283 3,370

総計 4,836 135,066 8,700 143,735

出典：World Bank, State and Trends of the Carbon Market 2010, World Bank, p.1.



生可能エネルギー事業の実施可能性は､ ある程度送電網が発達している新興国が高かった｡

その結果､ 表２で示したように､ CDM の実施地域はバランスを欠いたものとなった｡ そ

こで､ CDM に関連する気候変動交渉では､ 地域的な偏りの是正や､ 低開発国でも実施可

能な小規模 CDM の推進といった､ CDM のあり方が議論され､ 一定の成果を生んだ47) ｡

とはいえ､ CDM は民間主導型のプロジェクトであるため､ 民間主体にとって魅力ある

状況でないと CDM は実施されない｡ 民間主体にとっては､ 潜在的なプロジェクトが存在

し､ 受入国側でのカントリーリスクが低く､ ノウハウが蓄積していて取引費用が低い国で

プロジェクトを実施したいという意図があるため､ リスクが相対的に低い一部の新興国に

CDM プロジェクトが集中している傾向は完全には是正できていない｡

(2)CDM の意義づけの変化

第一章では､ 京都議定書､ およびマラケシュ合意に至る交渉における､ ｢共同実施｣ や

CDM をめぐる意義付けについて､ 六つの論点 (費用効果性､ 附属書Ｉ国のコミットメン

トの達成､ 先進国からの資金フロー､ 民間セクターの参加､ 技術移転､ 国際協力) をあげ

た｡ では､ マラケシュ合意後の国際交渉において､ CDM の意義付けはどのように変化し

たのだろうか｡ それぞれの論点毎に検討してみたい｡

まず､ 附属書Ｉ国のコミットメントの達成という論点は､ CDM に関する国際交渉では

あまり聞かれることはなかった｡ その原因としては､ マラケシュ合意で､ 附属書Ｉ国のコ

ミットメントの達成にむけて CER をどのように利用できるか定めた詳細ルールが確定し

たことがあげられる｡ つまり､ 附属書Ｉ国のコミットメントの達成については､ マラケシュ

合意で合意済みで､ その後の交渉議題にならなかったのである｡

次に､ 民間セクターの参加という論点も､ あまり議論されなかった｡ というのも､ この

論点も､ マラケシュ合意で合意済みで､ 民間セクターが事業者として､ あるいは認証者と

して参加する方法が規定されたからである｡ 交渉プロセスでは､ もちろん民間セクターか

らの意見は数多く表明され､ これまで以上にプロジェクト運営面における専門家としての

民間セクターの重要性は増したのは事実である｡ 民間セクターの参加があまり議論されな

かったのは､ 逆に民間セクターの参加が当然のことととらえられたからに過ぎない｡

CDM のあり方をめぐり議論されたのが､ 技術移転､ 費用効果性､ 国際協力という三点

である｡ CDM の実施は民間主体主導なので､ 移転する技術は民間が判断することとなり､

発展途上国の期待した技術が移転するかどうかは不透明である｡ そのため､ 一部の発展途

上国は､ CDM による技術移転は不十分であり､ 気候変動枠組条約内に技術移転に関する

制度を設立するべきだ､ と主張した｡ これに対し､ CDM による技術移転について､ ある

程度の技術移転がなされた､ という反論も生まれた48) ｡ 費用効果性については､ CDM の

運営方法をめぐって議論がなされた｡ CDM によって生じる､ 炭素市場で売買可能な CER

という､ いわば商品の質を担保するためには､ 排出削減量は厳格に測定・算定されなけれ

ばならない｡ そのために､ 削減量を算定する方法論や第三者機関による各プロジェクトの

認証を厳格に行うと､ それによって取引費用が生じるため､ 費用対効果が薄れることにな

る｡ その結果､ CDM の初期には､ 一つの案件で大量の CER が発行され削減量あたりの取

引費用が相対的に低い大型プロジェクトが中心になり､ 小規模プロジェクトがあまり行わ

れないというプロジェクトの偏在が起こった｡ このように､ 一方でルールの厳格化を通じ
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て CDM の質を担保しようという動きと､ 他方でルールの柔軟な解釈を通じて CDM の普

及を進めようという二つの動きが､ 費用効果性という概念のもとで議論された｡ 最後に､

国際協力については､ 前述したように CDM プロジェクトの地域的偏在という問題点と絡

めて議論されることが多かった｡ CDM が少ないアフリカ諸国や低開発国は､ CDM を通

じた国際協力の重要性を訴え､ CDM 改革を訴えた｡

もっとも特徴的な議論だったのが､ 先進国からの資金フローという論点である｡ すでに

述べたように､ 先進国からの資金フローとして期待された各基金は､ 運用制度をめぐって

交渉が停滞したため､ 発展途上国が期待していた結果は得られなかった｡ その一方で､ 一

部の新興国を中心に CDM によるプロジェクトが数多く実施されるようになると､ CDM

市場でのいわば勝ち組と負け組が明らかになってきた｡ 負け組の多くは CDM 改革を通じ

た CDM の誘致に積極的であったが､ これらの国々は表立って CDM と資金フローとの関

連性を明らかにすることは少なかった｡ そのため､ CDM をめぐる国際交渉では､ 資金フ

ローという論点は一見多くなかった｡ しかし､ その内実では､ 資金フローとしての CDM

に期待している発展途上国が少なからず存在していたのであった｡

特に､ このような動きは近年顕著である｡ CDM によって多額の資金と技術が発展途上

国に流入したことで､ 発展途上国はCOP３前までと異なり､ CDM を肯定的に評価するよ

うになった｡ その結果､ CDM を2013年以降も存続させることに､ より積極的な姿勢を示

すようになった｡ 京都議定書第１回締約国会合の合意文書には､ ｢第一約束期間と第二約

束期間の間にギャップを設けない｣49) という文言が含まれ､ CDM の継続が暗に求められ

た｡ 2013年以降の国際合意の方向性を定めたバリ・ロードマップには､ ｢市場を利用する

機会｣50) といった炭素市場を肯定的に評価する文言も盛り込まれた｡ 発展途上国にとって､

CDM は今や反対する対象ではなく､ 2013年以降も維持すべき制度となったのである51) ｡

これまでに見てきたように､ CDM は､ 京都議定書が形成された1997年の COP３までと､

CDM の運用規則が合意された2001年の COP７までと､ それ以降の三つの期間で大きな変

遷を遂げたことが分かる｡ CDM という制度を導入すること自体が議論されていた COP３

までは､ 附属書Ｉ国のコミットメントの達成､ つまり､ 先進国側の視点から ｢共同実施｣

が議論されてきた｡ しかし､ CDM の運用規則を議論した COP７までの交渉では､ 資金フ

ローや､ 民間セクターの参加という､ 発展途上国側からの視点も議論に加わってきた｡

COP７より後の議論は､ 実際に運用が始まった CDM をどのように機能させるのか､ また

浮上してきた課題 (機会費用の増大､ プロジェクトの質的な偏在､ プロジェクトの地理的

偏在) をどのように解決していくのか､ という視点がより重要になってきている｡

CDM は､ 当初構想されていた附属書Ｉ国のコミットメントの達成のための一手段とい

う次元を超え､ 発展途上国への資金や技術フローの大きな手段の一つとなっている｡ すで

に登録されているプロジェクトが2,800件を超え､ 構想中や構想倒れに終わったものも含

めると5,000件以上のプロジェクトが世界中で実施・計画されることとなった CDM は､

市場メカニズムを環境問題にうまく応用した成功例として評価されることが多い｡ その結

果､ 気候変動問題のみならず､ 生物多様性問題などでも市場メカニズムの活用手段の一つ

として､ 注目されている52) ｡ このように発展してきた CDM ではあるが､ 今後2013年以降
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の国際制度が不透明な中､ どのように制度を維持発展していくかについては､ いまだ不透

明である｡ CDM という一つの成功例と呼ばれるメカニズムが､ 2013年以降の国際制度を

どのように規定するのか､ それによって今後新たな変遷も生じるかもしれない｡
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